
 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



日本海側拠点港を引き続き考える 

                          
ＪＦＥエンジニアリング(株)顧問 

                                       東山 茂 
 
 経済成長著しい対岸諸国と地理的に近接する日本海側港湾の機能別拠点化を図ることにより、対岸諸

国の経済発展を我が国の成長に取り込むための日本海側港湾のあるべき姿を検討すべく「日本海側拠点

港の形成に関する検討委員会」が国土交通省に設置されたのは、平成 22 年 11 月のことであった。以後、

関係港湾管理者からの応募計画についての数次の審議を経て、平成 23 年 11 月に拠点港の選定がなされ

た。それ以降、計画の実現に向けて、各地の関係者による施策具体化の努力が継続されるとともに、適

時、国土交通本省において取り組み状況についてのレビューがなされている。平成 26 年度における本省

レビューは二回なされているが、その中で報告された各港での取り組み状況の事例は以下の通りである。     
平成 26 年８月６日（交通審議会第 57 回港湾分科会への報告） 
 ・太平洋側大規模災害発生時を想定した代替輸送訓練（新潟港・伏木富山港・金沢港・敦賀港） 
 ・国際フェリー貨物のロシア向け輸送実験（稚内港） 
 ・国際定期旅客便乗船客に対する利便性向上（下関港） 
 ・外航クルーズ船を県民挙げて“おもてなし”する取り組み（金沢港） 
 ・他港と連携した大型船による原料（原木）の共同調達（浜田港・境港） 
平成 27 年３月 10 日（交通審議会第 5９回港湾分科会への報告） 
・太平洋側大規模災害発生時を想定した代替輸送訓練（新潟港・伏木富山港・金沢港・敦賀港） 
・ロシア向け中古車輸出活況（伏木富山港） 
・外航クルーズ船寄港誘致に向けて連携した取り組み（小樽港・伏木富山港・金沢港・舞鶴港・境

港・博多港・唐津港・長崎港） 
・外航クルーズ船寄港誘致の取り組み（境港） 
・港間の連携した取り組みによる取扱貨物量（リサイクル）の拡大（酒田港・能代港） 

他方、国土交通省の地方支分部局である地方整備局において設置されているブロック毎の「国際物流

戦略チーム」においても、日本海側拠点港振興のための諸施策についての検討・調整がなされている。

各チームにおける最近の施策検討例（日本海側港湾関連）は以下の通りである。 
 東北国際物流戦略チーム（第９回本部会、27.3.5） 

・環日本海港湾における新航路開設の可能性検討 

 北陸地域国際物流戦略チーム（幹事会、27.3.3） 

・広域バックアップの体制づくり 

 中国地方国際物流戦略チーム（第１４回部会、26.10.17） 

   ・地域防災力・産業競争力の強化に向けた国際物流に関する政策提言 



 上記のように、各地の関係者による施策具体化の努力が鋭意継続的になされていることが理解できる。

今後、これらの対応が結実し、環日本海拠点港の振興発展につながることが期待されるところである。 
 一方、昨年６月に国土交通省によりとりまとめられた全国輸出入コンテナ貨物流動調査（５年毎に実

施する調査で、直近では平成 25 年 11 月に実施）によると、概況（全国趨勢及び北東アジア関係）は以

下の通りである。なお、今回調査（平成 25 年調査）の前の調査（平成 20 年調査）は、時期がリーマン

ショックの直後であり世界経済が極度に萎縮した特異な時期であったことから、長期的傾向把握のため

に、前々回調査（平成 15 年調査）も含め、三回分の調査結果を並べて概況をチェックすることとする。 
・全国で取り扱われたコンテナ貨物の総量（トン）は、前回（平成 20 年）及び前々回（平成 15 年）

を大幅に上回った。 
【輸出】〈平成 15 年〉616 万 t →〈平成 20 年〉507 万 t →〈平成 25 年〉 692 万 t 
【輸入】〈平成 15 年〉852 万 t →〈平成 20 年〉828 万 t →〈平成 25 年〉1098 万 t 

・仕向国・仕出国別のコンテナ貨物量（トン）のシェア（全国ベース）については、 
【輸出：韓 国】〈平成 15 年〉 4.4% →〈平成 20 年〉 4.4% →〈平成 25 年〉 5.0% 
【 〃 ：中 国】〈平成 15 年〉20.3% →〈平成 20 年〉20.3% →〈平成 25 年〉25.7% 
【 〃 ：ロシア】〈平成 15 年〉 0.2% →〈平成 20 年〉 1.3% →〈平成 25 年〉 1.7% 
【輸入：韓 国】〈平成 15 年〉 5.1% →〈平成 20 年〉 4.3% →〈平成 25 年〉 5.0% 
【 〃 ：中 国】〈平成 15 年〉44.2% →〈平成 20 年〉49.4% →〈平成 25 年〉50.7% 
【 〃 ：ロシア】〈平成 15 年〉 0.4% →〈平成 20 年〉 0.5% →〈平成 25 年〉 0.8% 

上記のように、全体としてコンテナ貨物の取扱量が増勢にある中において、とりわけ北東アジア向け

のシェアが拡大傾向にあることが理解できる。このような利用増に対応すべく、対岸諸国への地勢的優

位性を有する日本海側拠点港が将来的に果たすべき役割は、極めて大きいということが言える。 
なお、平成 26 年 7 月、国土交通省によりとりまとめられた「国土のグランドデザイン 2050」は、西

暦 2050 年を見据え未来を切り開いていくための国土づくりの理念・考え方を示すものとされているが、

その中において、ユーラシアダイナミズム（東アジアやロシアにおける経済活動の活発化）への対応と

災害に強い国土づくりの観点からの「日本海・太平洋２面活用型国土の形成」という政策目標が謳われ

ているところである。 
個別港湾の計画論的対応に関し、最近の港湾計画の改訂・一部変更の動きについて見てみると、以下

の通りである。 
平成 26 年 11 月 14 日（交通審議会第 58 回港湾分科会） 
 ・秋田港（一部変更）、能代港（一部変更） 
平成 27 年３月 10 日（交通審議会第 59 回港湾分科会） 
 ・新潟港（改訂）、境港（一部変更）、酒田港（一部変更） 
また、事業予算についていえば、平成 27 年度政府予算において、全国で４か所の新規港湾事業が採択

された中の一つとして、境港のふ頭再編改良事業が含まれている。日本海側拠点港に関連する予算措置

が的確になされていくのは、先ずは地元関係者の方々の並々ならぬ御尽力の賜と言えるが、これらが今

後の環日本海交流の更なる活性化に向けての推進力となることを祈念申し上げる次第である。 
今後、引き続き、日本海側拠点港の展開を注視しつつ、考えていきたい。 


